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農業経営基盤強化促進法（基盤法）の概要



佐賀県農業経営基盤強化の促進に関する基本方針

第１ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向

佐賀県における主要な営農類型を示す

第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標

第２の２ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標

第２を参考に、新規就農者等が目標とすべき農業経営の指標として、主要な営農類型を示す

第３ 農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項

１ 農業を担う者の確保及び育成の考え方
認定農業者などの「担い手」、次世代の農業を担う「新規就農者」、中小・家族経営及び農業
参入する企業などの「多様な担い手等」を県において確保・育成する“農業を担う者”とする

２ 農業経営・就農支援センターの体制及び運営方針
農業会議に農業経営・就農支援センターとしての業務を委託して実施

３ 農業を担う者の確保・育成に向けた取組
担い手 ：トップレベルの農業経営体の育成、集落営農組織の協業化や法人化の推進、

女性農業者のスキルアップ等への支援、担い手の効率的な育成に向けた普及
指導員の指導力向上等

新規就農者 ：農業の魅力発信、受入体制の整備、農業大学校等における農業教育の強化
多様な担い手等：企業等の農業参入の推進、移住部局と連携した移住希望者への支援、多様な

農業労働力確保の仕組みづくり（農福連携・外国人材の活用推進）等
４ 関係機関の連携・役割分担

関係機関は相互に連携して支援等を行うこととする

第４ 効率的かつ安定的な農業経営体に対する農用地の利用の集積に関する目標
その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

集積率目標：80％程度
地域計画の実現に向けて農地中間管理事業等を活用しながら農用地の集約化に努める

第５ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項

１ 地域計画推進事業の推進
２ 農用地利用改善事業の推進
３ その他農業経営基盤の強化を促進するための事業の推進
４ 指導機能の強化

第６農地中間管理機構が行う特例事業の実施に関する事項

農地中間管理機構（農業公社）は、農地売買等事業などを行い、農業経営の規模の拡大、農地
の集団化その他農地保有の合理化を促進する

概要版

１ 佐賀県農業の概況
佐賀県は、米・麦・大豆を組み合わせた生産性の高い水田農業をはじめ、収益性のある園芸農

業や畜産などが展開され、食料自給率は全国でもトップクラスとなっている。今後は、稼ぐ農業
の確立を目指すとともに、優良農地の確保を基本として、秩序ある土地利用の確保に努めるもの
とする。

２ 佐賀県農業構造の現状
平坦部を中心に集落営農組織と大規模農家が大部分を担う生産構造が出来上がっているが、総
農家数及び農業就業人口ともに年々減少傾向にある。耕地面積も減少しているが、耕地利用率
（133.7%(R3)）及び農地の集積率（71.0％(R4.3末)）は全国でもトップクラスである。
今後は、高齢化や後継者の減少、中山間地域を中心とした遊休農地の増加が懸念される。

３ 農業経営基盤強化の促進に関する取組
（１）育成すべき効率的かつ安定的な農業経営体の育成
主たる従事者１人あたり430万円程度の年間農業所得を確保できる農業経営体を育成する

（２）新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成
就農開始５年後に主たる従事者１人あたり250万円程度の年間所得の確保を目指す
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(R5.9月末現在）

効率的かつ安定的な農業経営体 新たに農業経営を営もうとする青年等

佐賀市
430万円／従事者
(中山間地域：340万円／従事者）

250万円／従事者 2,000

唐津市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

鳥栖市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

多久市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

伊万里市 400万円／従事者 250万円／従事者 2,000

武雄市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

鹿島市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

小城市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

嬉野市 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

神埼市
430万円／従事者
(中山間地域：340万円／従事者）

250万円／従事者 2,000

吉野ヶ里町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

基山町 360万円／従事者 250万円／従事者 2,000

上峰町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

みやき町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

玄海町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

有田町 400万円／従事者 250万円／従事者 2,000

大町町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

江北町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

白石町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

太良町 430万円／従事者 250万円／従事者 2,000

目標年間所得額

「市町の農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」の農業経営の指標の概要

市町名 年間労働時間
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複
数
市
町
に
跨
る
農
業
経
営
改
善
計
画
の
認
定
の
流
れ

・
農
業
者
の
経
営
実
態
に
応
じ
た
き
め
細
や
か
な
指
導
・
支
援
を
行
う
上
で
は
、
引
き
続
き
市
町
の
協
力
が
不
可
欠
で
あ
る
と
考
え
る
。

ま
た
、
令
和
２
年
度
以
降
の
認
定
・
再
認
定
の
申
請
に
当
た
っ
て
も
、
農
業
者
か
ら
市
町
へ
相
談
が
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
の
で
、
申
請

の
相
談
は
こ
れ
ま
で
通
り
市
町
で
受
け
付
け
て
も
ら
い
、
複
数
市
町
で
認
定
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
か
の
精
査
と
、
他
の
農
業
者
と
同
様
に

基
本
構
想
に
合
致
す
る
計
画
作
成
の
支
援
を
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
す
る
。

・
複
数
市
町
認
定
の
計
画
で
あ
る
場
合
は
、
メ
イ
ン
で
営
農
す
る
市
町
（
主
に
居
住
市
町
）
で
計
画
書
の
素
案
作
成
の
支
援
を
行
っ
て
も
ら
う
。

・
意
見
照
会
に
あ
た
っ
て
、
市
町
は
審
査
会
を
開
催
す
る
必
要
は
な
い
。
ま
た
、
県
か
ら
の
意
見
照
会
で
あ
る
た
め
、
普
及
セ
ン
タ
ー
や
農
林

事
務
所
へ
改
め
て
意
見
を
求
め
る
必
要
も
な
い
。

・
県
は
審
査
会
を
省
略
し
、
市
町
へ
の
意
見
照
会
を
基
に
認
定
の
可
否
を
決
定
す
る
（
農
産
課
内
で
協
議
は
行
う
）
。

・
現
在
複
数
市
町
で
認
定
さ
れ
て
い
る
農
業
者
へ
の
再
認
定
の
案
内
通
知
は
直
近
で
認
定
が
切
れ
る
市
町
か
ら
発
出
し
て
も
ら
う
。

（
メ
イ
ン
市
町
で
な
い
市
町
の
認
定
が
先
に
切
れ
る
場
合
、
認
定
切
れ
の
案
内
は
し
て
も
、
そ
の
ま
ま
メ
イ
ン
市
町
の
認
定
の
み
継
続

す
る
こ
と
も
可
能
。
メ
イ
ン
市
町
で
認
定
切
れ
の
際
に
、
県
認
定
と
す
る
か
、
こ
れ
ま
で
ど
お
り
市
町
認
定
継
続
か
を
判
断
す
る
。
）

佐
賀
県
版

申 請 者

経
営
の
主
た
る
市
町

計
画
書

素
案
作
成

の
支
援

計
画
書

の
送
付

(申
請
者

→
県

)
相
談

関
係
市

町
へ
意

見
照
会

申 請 者

県

関
係
市
町

(農
業
経
営
上
重
要
な
農
用
地
・

施
設
の
あ
る
市
町

)
審
査

(形
式
的

)
意
見
の

送
付

認
定

通
知

審
査

意
見
の

送
付

県
認
定
の
必
要
が
あ
る

か
精
査
（
制
度
資
金
や

準
備
金
の
活
用
）

市
町
か
ら
の

進
達
も
可
能

必
要
に
応
じ

て
申
請
者
と

内
容
を
調
整

①

②
②

③

③
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認定農業者の経営形態 
認定農業者数を経営類型別に見ると、高い収益が見込まれる施設園芸や果樹類、茶などの 

工芸作物、畜産等を中心とした単一経営が約 4 割、これらの作物を組み合わせた複合経営が 

約 6 割となっています。 

 

◎ 営農類型別状況                           （単位：経営体） 

営 農 類 型 

令和７年 3 月末 

認定農業者数 構 成 

比 市町認定 県認定 国認定 

 
 
単 
 
 

一 
 
 

経 
 
 

営 

稲作   63   2   2  1.7  

麦類 1     0.0  

雑穀・いも類・豆類  1     0.0  

工芸農作物 52  3  9  1.7  

露地野菜 127  2  1  3.6  

施設野菜 445  2  7  12.6  

果樹類 312   17  2  9.2  

花き・花木 71  1  1  2.1  

その他の作物 2  1    0.1  

酪農 11     0.3  

肉用牛 145  4  1  4.1  

養豚 23   1  0.6  

養鶏 33  1   2  1.0  

養蚕    0.0  

その他の畜産  34     0.9  

小計  1,320  33  26   38.4

   

複   合   経   営 2,105   79  24   61.5

  

合           計 3,425   112  50    

総           計  3,587   100.0

  

 

○単一経営：農産物販売収入第 1 位の部門の販売額が、総販売額の 80%以上を占める経営。 

○複合経営：農産物販売収入 1 位の部門の販売額が、80％未満の経営。 

〇工芸農作物：さとうきび、たばこ、茶、てんさい、こんにゃくいも、なたね、いぐさ、ポップ、ごま、はっか、じょちゅ

うぎく、ラベンダー、薬用作物などの作物をいう。 

〇その他の作物：販売目的で栽培した、野菜、果樹、造林用などの種苗及び苗木類や芝、飼料用作物、青刈り

作物など、稲、麦類、穀物・いも類・豆類、工芸農作物、野菜類、果樹類、花き・花木のいずれの作物にも該当し

ない作物をいう。なお、飼料米は「稲作」、WCS は「その他の作物」に該当する。 
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